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紹
介
状
な
し
で
の

大
病
院
受
診
時
の
追
加
負
担

　

現
在
、
大
病
院
の
一
部
で
は
、
紹
介
状
な
し
で
外
来
受
診
し
た
患

者
に
対
し
特
別
料
金
の
徴
収
を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
２
０
１
６
年
度

か
ら
は
、
特
定
機
能
病
院
お
よ
び
５
０
０
床
以
上
の
地
域
医
療
支
援

病
院
に
つ
い
て
は
、
紹
介
状
な
し
で
外
来
受
診
し
た
患
者
に
対
し
、

救
急
時
な
ど
を
除
き
、
初
診
料
等
と
は
別
に
定
額
の
料
金
を
徴
収
す

る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
そ
の
金
額
に
つ

い
て
は
初
診
時
に
最
低

５
０
０
０
円
、
再
診
時

に
２
５
０
０
円
と
定
め

ら
れ
、医
療
機
関
に
よ
っ

て
は
さ
ら
に
上
乗
せ
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す

（
歯
科
に
つ
い
て
も
別
途

導
入
さ
れ
ま
す
）。

　

特
定
機
能
病
院
な
ど

の
大
病
院
は
専
門
的
な

外
来
診
療
に
特
化
さ
せ
、

通
常
の
外
来
診
療
は
診

療
所
や
中
小
病
院
へ
と

医
療
機
関
の
役
割
分
担

を
促
す
た
め
に
行
わ
れ

ま
す
。

健康保険制度のここが変わる

「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」
の
一
環
と
し
て
２
０
１
５
年
５
月
に
成
立
し
た
医
療
保
険
制
度
改
革
関
連
法
に
よ
り
、

２
０
１
６
年
４
月
か
ら
健
康
保
険
制
度
が
一
部
変
わ
り
ま
す
。

公
平
性
や
適
正
な
保
険
給
付
の
範
囲
等
の
観
点
か
ら
、

患
者
や
被
保
険
者
に
対
し
負
担
増
を
求
め
る
内
容
が
柱
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
同
時
に
、
保
険
承
認
前
の
医
療
で
も
、
患
者
の
求
め
に
応
じ
速
や
か
に
受
け
ら
れ
る
し
く
み
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
ま
す
。

●食事代の患者負担額（一食につき）

2016年度

360円

2018年度

460円

現　行

260円

入
院
時
の
食
事
代
の
引
上
げ

　

入
院
時
に
医
療
機
関
か
ら
提
供
さ
れ
る
食
事
の
費
用
に
つ
い
て
は
現

在
、
食
材
費
相
当
額
を
患
者
が
負
担
し
て
い
ま
す
が
、
在
宅
療
養
と
の

公
平
性
を
図
る
観
点
か
ら
調
理
費
相
当
額
も
負
担
す
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
具
体
的
な
金
額
は
左
記
の
と
お
り
で
、
２
０
１
６
年
度
か
ら
２

段
階
で
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

2016年 4月から

◦入院時の食事代が段階的に引き上げられます

◦大病院を紹介状なしで受診した際、初診料等に追加負担が上乗せされます

◦「患者申出療養」が新設され、未承認薬の使用等が可能になります

保険給付 一部負担金
（原則3割）

医療費（保険診療）

追加負担

追加負担を徴収

紹介状なし外来受診

※
低
所
得
者
の
負
担
額
（
現
行
１
０
０
円
ま
た
は
２
１
０
円
）

と
難
病
お
よ
び
小
児
慢
性
特
定
疾
病
の
患
者
に
つ
い
て
は

現
行
ど
お
り
据
え
置
か
れ
ま
す
。
ま
た
、
２
０
１
６
年
４
月

１
日
時
点
で
精
神
病
床
に
１
年
を
超
え
て
入
院
し
て
い
る

患
者
に
つ
い
て
も
、
経
過
措
置
と
し
て
据
え
置
か
れ
ま
す
。
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標
準
報
酬
月
額
の
上
限
引
上
げ

傷
病
手
当
金
・
出
産
手
当
金
の

算
定
方
法
の
変
更

　

被
保
険
者
の
み
な
さ
ま
の
保
険
料
額
の

計
算
の
基
礎
と
な
る
、
毎
月
の
給
与
等
を
一

定
の
区
分
に
当
て
は
め
た
標
準
報
酬
月
額

は
、
現
在
47
の
等
級
に
区
分
さ
れ
て
い
ま

す
。
２
０
１
６
年
度
か
ら
は
、
こ
の
上
限

で
あ
る
第
47
級
１
２
１
万
円
を
３
等
級
引

き
上
げ
て
上
限
を
１
３
９
万
円
（
給
与
等

１
３
５
万
５
千
円
以
上
）
と
し
、
全
50
等
級

と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
同
時
に
標
準
賞
与
額

も
見
直
し
、
年
間
の
上
限
は
５
４
０
万
円
か

ら
５
７
３
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　

傷
病
手
当
金
お
よ
び
出
産
手
当
金
の
額

は
、
１
日
に
つ
き
被
保
険
者
の
標
準
報
酬

日
額
（
標
準
報
酬
月
額
の
１
／
30
）
の
２

／
３
に
相
当
す
る
額
を
法
定
給
付
と
し
て

支
給
し
て
い
ま
す
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
支
給

額
の
基
礎
と
な
る
標
準
報
酬
日
額
の
計
算

方
法
が
変
わ
り
ま
す
。
２
０
１
６
年
度
か

ら
は
「
支
給
開
始
月
を
含
む
直
近
12
カ
月

間
の
各
月
の
標
準
報
酬
月
額
」
を
平
均
し
、

そ
の
額
の
１
／
30
が
、
傷
病
手
当
金
・
出

産
手
当
金
を
算
定
す
る
際
の
標
準
報
酬
日

額
と
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
直
近
の

報
酬
額
が
よ
り
正
確
に
反
映
さ
れ
、
給
付

の
適
正
化
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

第50級 139万円

121万円第47級

第50級 139万円

121万円第47級

★加入者割と総報酬割
　個別の健保組合等の加入者
数（被保険者および被扶養
者）に応じて決められるしく
みを加入者割、一方、被保険
者の総報酬額（給与、賞与等）
に応じて決められるしくみを
総報酬割といいます。健保組
合は協会けんぽに比べ報酬水
準の高い組合が多いため、総
報酬割の割合が高くなるほど
負担増となる傾向にあります
が、特に IBM健保組合はその
影響が大きいといえます。

後期高齢者支援金への総報酬割部分が拡大

　75歳以上が加入する後期高齢者医療制
度に対して健保組合や協会けんぽ等が負担
している後期高齢者支援金は現在、その額
を加入者割と総報酬割それぞれ1/2ずつで
算定していますが、2016度から総報酬割
が2/3に拡大されます。さらに2017年度
にはすべて総報酬割となるため、これによ
り毎年度、多くの健保組合で支援金の負担
額が増加することになります。IBM健保組
合の場合も図のように試算され、財政への
影響が懸念されています。

2015年度 2016年度 2017年度

1/2 2/3 全面
（100％）

総
報
酬
割

加
入
者
割

●総報酬割の割合

4,081百万円 4,282百万円 4,694百万円

特例退職被保険者の標準報酬月額に関する
算定方法の変更

患
者
申
出
療
養
の
創
設

　
「
患
者
申
出
療
養
」
と
は
、
そ
の
名
の
と

お
り
患
者
か
ら
の
申
し
出
に
基
づ
き
、
厚
生

労
働
大
臣
が
定
め
る
高
度
の
医
療
技
術
等

が
保＊

険
外
併
用
療
養
の
対
象
と
な
る
も
の

で
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
日
本
国
内
で
は
承
認

さ
れ
て
い
な
い
医
薬
品
等
の
使
用
が
可
能

と
な
り
ま
す
（
安
全
性
等
の
審
査
あ
り
）。

＊
診
療
内
容
に
保
険
適
用
外
の
部
分
が
含
ま
れ
て
い
る

と
、
原
則
と
し
て
、
す
べ
て
の
診
療
に
つ
い
て
全
額

患
者
負
担
の
「
自
由
診
療
」
扱
い
と
さ
れ
ま
す
が
、

医
療
技
術
の
進
歩
や
患
者
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
に
対
応

す
る
た
め
、
保
険
外
部
分
に
つ
い
て
は
自
己
負
担
、

そ
の
他
は
保
険
診
療
と
す
る
扱
い
が
認
め
ら
れ
て
い

る
も
の
が
あ
り
、
こ
れ
を
保
険
外
併
用
療
養
と
い
い

ま
す
。

「
○
○
治
療
法
を

ぜ
ひ
受
け
た
い
」

相談

患者

○○治療法が
患者申出療養として
前例がある場合

特定機能病院
（大学病院等）
または
臨床研究中核病院に
相談

原則
2週間で審査

原則
6週間で審査

○○治療法が
患者申出療養として
前例がない場合

国に申し出
（臨床研究中核病院
の意見書が必要）

かかりつけ医

臨床研究
中核病院に
申し出

臨床研究中核病院や
協力医療機関で
○○治療法が
受けられる

身近な医療機関に
相談

身近な医療機関で
○○治療法が
受けられる

●患者申出療養のしくみ（イメージ）

　今回の法律改正により、特例退職被保険者の保険料額

計算の基礎となる標準報酬月額は「前年の9月末日にお

ける特例退職被保険者以外の全被保険者の同月の標準報

酬月額を平均した額の範囲内」に変わります。これにより、

IBM健保組合の特例退職被保険者の標準報酬月額も変更

となり、保険料が改定されます。金額等詳しくは、本誌

の裏表紙「健保掲示板」をご覧ください。

IBM健保組合の支援金（概算見込額）




